
















Kenneth W. Colegrove） 博 士₁は、American 











 　なお、Rudolf V. A. Janssens 著の““What future for Japan?＂: U.S. wartime planning for the postwar era, 
₁₉₄₂-₁₉₄₅”（Atlanta G.A. ₁₉₉₅）によれば、コールグローヴ博士は、₁₉₄₃（昭和₁₈）年から₁₉₄₅（昭和
₂₀）年まで米国戦略事務局（U.S. Ofﬁce of Strategic Service, O.S.S.）の顧問であった際、同組織で勤務し
ていた数少ない日本の専門家の一人であり（同書₇₆頁）、また同博士の“Militarism in Japan”という著作
は、米国の日本専門家の中で有名な著作の一つであった（同書₈₈頁）。
 　日本国憲法との関係では、高見勝利他「国立国会図書館憲政資料室所蔵 GHQ/SCAP 資料所収日本国
憲法関係資料書誌」参考書誌研究・第₆₃号（₂₀₀₅・₁₀）（http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo 









₂ 　コールグローヴ博士の論文は、Prof. Kenneth Janda（Payson S. Wild Professor Emeritus）と、ノースウェ
スタン大学図書館の Mr. Geoffrey D. Swindells から提供を受けた。特に Janda 教授には、コールグローヴ
博士についてのブリーフもしていただいた。ここに記して、感謝の意を表したい。また筆者が同大学














ローヴ博士が₁₉₃₁（昭和 ₆ ）年に American 




































































₄ 　Kenneth Coleglove, ＂The Japanese Privy Council＂, The American Political Science Review, Vol.₂₅, No.₃, 




















































































































































































































 　この論文で博士は、₁₈₉₀（明治₂₃）年₁₀月 ₈ 日に勅令第₂₁₆号で改正されたものを引用している。博











 　なお、勅令第₂₂号の勅令では明記されていなかったが、勅令第₂₁₆号では、第 ₆ 条柱書に「諮詢を待っ
て」意見を上奏する旨が追加されている。






















































































































































 　ここで博士は“Imperial Ordinance Concerning the Organization of the Cabinet”と記載しており、具体的
に勅令名を記載していないが、内閣職権は達として制定されており、内閣官制は勅令で制定されてい
るので、内閣官制を指していることと思われる。




































































































































































































































































































 （ ₁ ）思想の善導につき、学校教育・社会教育を問わず、教育の改善に努力すべきこと
 （ ₂ ）国民生活の安定を図ることが思想問題の解決策として最も緊要であることから、貧富の階級的反
目を助長するような官民の行動を戒め、諸般の社会政策をとること
 （ ₃ ）我が国において発覚した秘密結社は露国の国際共産党の指揮の下に組織されたものと聞いている
ことから、秘密結社と露国との関係について十分に調査し、適当な対策をとるべきこと
 （ ₄ ）警察及び検察制度の組織機能の改善を図るべきこと
₁₄　この点に関し、博士は東京朝日新聞の記事を参照している。なお枢密院の議事録については、国立公
文書館の公開 Web に掲載されている枢密院の特別委員会の「衆議院議委選挙法改正法律案帝国議会へ






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































₂₁　ここで博士は、“It is difﬁcult to see how the appointment of younger or more representative men would im-
prove the relations of the cabinet and the Council, unless there existed a method whereby the cabinet might ＂pack＂ 





































































































































































































































₂₃　ここで博士は、The chiefs of staff of the army and navy, the Board of Marshals and Fleet Admirals, and the 







































































₂₉　こ こ で 博 士 は、“It (Kunaisho) consists of several exalted ofﬁcers, including the Kunaidaijin, or imperial 






















































































































































































































































































































































































（昭和 ₆ ）年 ₉ 月、南次郎陸軍大臣の提示し
た満州に支援を送る案に同意するかどうかを
内閣が審議する際、韓国駐留部隊の林銑十郎
司令官は吉林省に旅団を侵攻させた。このこ
とによって内閣は、幣原喜重郎外務大臣の外
交政策を無駄にさせる既成事実に直面するこ
とになった。またこの ₁ か月後、外務省から
米国に通告されていた、錦州は攻撃されない
とする保障は、陸軍がこの町に侵攻したこと
₃₇　山県有朋の影響であると博士はしているが、現在の学説では桂太郎が第二次西園寺内閣倒閣の黒幕で
あったとされている。この点に関し、小林道彦『桂太郎』第 ₆ 章（ミネルヴァ書房　₂₀₀₈）。
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により、破棄された。
　₁₉₃₁（昭和 ₆ ）年の₁₀年前くらいから、帷
幄の上奏の廃止と、陸軍・海軍大臣の任命に
関する制限を導入すべきとする継続的な動き
がなされていた。議会では、大岡育造により
この件が遂行されていた。吉野作造はこれを
支援し、革新系の朝日新聞も社説で支持し
た。さらに、当然のことながら静穏にではあ
るが、美濃部やその他の新派の学者もこの改
革を支援した。しかしながら奉天事件の発生
と急速な軍国主義者の勃興により、このよう
な動きは倒された。
（10）枢密院と内閣
　法令が議会のみならず枢密院でも審議され
なければならないことから、内閣と枢密院の
関係についても検討する必要がある。全ての
法案は、議会に提出される前に枢密院に提出
される。また勅令は公布前に、条約は批准前
に枢密院で審議される。米国における大統領
に対する最高裁判所の関係が、日本の内閣に
対する枢密院の関係に似ている。最高裁判所
のように、枢密院は突然内閣の政策を粉砕す
る。米国の最高裁判所も日本の枢密院もいず
れもそれぞれの国の憲法の番人であるが、日
本においては政策が事前に枢密院に提出され
ることと、法的観点からのみならず経済的・
社会的観点からも検討されることが日米間で
大きく異なる。枢密院が天皇に対して内閣の
提案に反対する旨を奏上した際に、憲法の規
定によるならば、枢密院の意見を取り上げな
いように内閣総理大臣が天皇に対して上奏す
ることは自由である。内閣が枢密院の規制か
ら逃れるためには、この方法しかないと思わ
れる。もっとも実務上は、内閣は枢密院の決
定に従うか、あるいは総辞職することによっ
て、枢密院の決定に従ってきている。
（11）内閣総理大臣と国務大臣の連帯責任
　₁₈₈₉（明治₂₂）年の内閣官制における内閣
総理大臣の任命に関する規定は、欧州の内閣
に関する前例に倣ったものである。総理大臣
には、閣議の議長を務めることに加え、行政
を指揮しまとめることが期待されている。内
閣官制第 ₂ 条は、内閣総理大臣は行政各部の
統一を保持し、天皇に国に関係するすべての
事項について報告するとされている。他の国
務大臣がその所管の事務について天皇に報告
する権限がないわけではないが、国務大臣が
天皇に報告する機会を限定することがこの規
定の趣旨と考えられる₃₈。
　憲法自体には、国務大臣の連帯責任の発展
を妨げるような規定はない。穂積八束、上杉
慎吉、清水澄を含む法律家のうちの旧派は、
国務大臣は、個別に行った自らの助言につい
ての責任を負うのみである、と主張する。こ
う主張することの理由は、連帯責任を採用す
ることは、英国の議院内閣制を採用すること
になるからである。美濃部達吉、森口繁治、
佐々木惣一を含む新派の学者は、全く逆に、
国務大臣の連帯責任を支持している。
　議会の実行においては、両方の学説と一致
する前例がある。内閣は一体として活動し、
一体として成立し、一体として退任する。そ
の一方で、時として人気のない大臣は、議会
の圧力により、個別に辞任する₃₉。
₃₈　この後で博士は、工藤武重の『明治憲政史（上）』（中央大学　₁₉₁₄）に採録されている、₁₈₈₉（明治
₂₂）年に出された、閣議の機密の必要性について述べている「内閣官制改革奏議」を引用し、内閣の
一体性について説明し、これが英国の国務大臣の連帯責任の考え方と近似している、と述べている。
　　もっとも博士は、さらに伊藤博文の『憲法義解』のうちの第₅₅条に関する解説の部分を引用し、伊藤
は国務大臣の連帯責任を採用する意図はなかった、としている。
₃₉　ここで博士は、この具体的な事例として、₁₉₃₄（昭和 ₉ ）年に、当時文部大臣であった鳩山一郎が、
樺太工業から受け取った選挙資金が問題となったことを理由に辞任した事例や、中島久万吉商工大臣
が、₁₂年以上前に執筆した足利尊氏に関するエッセイに関して政敵から責められ、辞任した事例を紹
介している。
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　国務大臣に対する議会の最も強い攻撃手法
は、弾劾上奏決議を採択することである。こ
のような決議は、内閣全体に向けられること
も、個別の国務大臣に向けられることもあ
る。非常に弱い脈絡しかない場合にも、この
ような弾劾決議の対象にされる場合もある。
また、このような決議の提案がない議会はな
く、通例このような決議は衆議院で、単独も
しくは集団の議員から提案される。衆議院は
国務大臣を弾劾・処罰する権限を有さない
が、このような決議が可決されることで、当
該大臣の活動を妨げることができる。
　日本の議員は、₁₉₃₅（昭和₁₀）年の岡田啓
介内閣の際に設立された内閣審議会に一定の
理解を示しているようである。内閣審議会と
は、官僚と軍国主義者が、議会に対する内閣
の責任が生じるのを避ける手法について検討
するために設立されたものである。岡田啓介
首相は、この審議会を使って、無党派の国家
政策を策定する手段としている。
　₁₈₈₉（明治₂₂）年に制定された憲法に関す
る限り、日本の内閣が議会の機関となること
を妨げる要素はない。₁₉₃₁（昭和 ₆ ）年の満
州にかかわる事件以前には、議会に接近する
傾向があった。このような動きを妨げる障害
は、慣習と慣例に基づいており、それらは勅
令に規定されているので、憲法の改正なく、
修正することが可能である。憲法自体は、伊
藤博文の互譲的精神を反映して、保守と革新
の中道にあり、結果として内閣は国家の最も
強い勢力の圧力に長期にわたってさらされる
ことはないようになっている。
3 ．若干の検討
（ 1）枢密院の前例から学ぶべきこと
　本稿で紹介したコールグローヴ博士の論考
のうち、枢密院に関するものは、枢密院が当
初の憲法解釈機関であった立場から₄₀、徐々
に政治に関与するようになり、その結果とし
て、民衆の支持を失っていった過程を描いて
いると理解できる₄₁。
　選挙で選出されていない者から構成される
国家機関が政策の具体的策定にかかわること
は、国民世論の動向を十分に反映しないで選
択された者の意見が政策に反映されることを
意味し、その政策がうまくいっている、ある
いは政治問題とされない場合はまだしも、そ
うでない場合、国民から非難を受け、その組
織自体の存続が危うくされることになる。本
稿で描かれた枢密院の経験には、このような
ことが示されているような気がする。
　「すべての人間は生まれながらにして平等
であり、その創造主によって、生命、自由、
および幸福の追求を含む不可侵の権利を与え
られ」、こうした権利を確保するために、人々
の間に政府が樹立され、政府は統治される者
の合意に基づいて正当な権力を得」て、「い
かなる形態の政府であれ、政府がこれらの目
的に反するようになったときには、人民には
政府を改造または廃止し、新たな政府を樹立
し、人民の安全と幸福をもたらす可能性が最
も高いと思われる原理をその基盤とし、人民
の安全と幸福をもたらす可能性が最も高い 
と思われる形の権力を組織する権利を有す
₄₀　枢密院の書記官・書記官長を務めた諸橋襄の著書『明治憲法と枢密院制－枢密院制度論』₁₉頁（芦書
房　₁₉₆₄）は、枢密院の設置理由について以下を上げている。
 －憲法草案及び皇室典範草案の審議機関足らしめたこと
 －憲法護持の防壁たらしめること
 －内閣又は帝国議会の職権濫用を監視すること
 －内閣と議会若しくは貴衆各院又は貴衆各院間の紛議に対する天皇の御裁定に際し補翼する必要があ
ること
 －藩閥勢力温存のための機関を必要としたこと
₄₁　この点を指摘する文献として、朝日新聞社政治経済部編『枢密院問題』₁₆₁頁（朝日新聞社　₁₉₃₀）
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る」₄₂ことから、政府組織の存続が必ずしも
第一の国家目的とされるわけではない。しか
しながら、いわゆる「政府の失敗」はありえ、
また、衆愚政治に見られるように、民主主義
の失敗の生じる可能性は否定できない。この
ような政府や民主主義の失敗によって政府や
民主主義制度が毀損する状況を避けるために
は、これら政府の失敗や民主主義制度から生
じる問題に対応するシステムを形成・維持す
ることが必要不可欠で重要である。そして、
このようなシステムを形成・維持するために
は、そのシステムを形成・維持するために必
要な、さらなるルールやシステムを整備する
ことが必要となる。
　この観点からすると、若槻内閣の転覆に関
する事件に関し博士が、「憲法の有権的解釈
者としての枢密院の役割からすれば、表明さ
れた意見が憲法解釈にかかわる部分だけに限
定されていれば、より好ましかったと思われ
る」とコメントしている点と、枢密院の改革
に関する世論の状況として、構成員の資格、
審議手続、権限の制限、内閣の強化に関する
意見があり、さらに廃止を求める意見がある
ことを紹介していることは興味深い。また博
士が「現在のように内閣を統制しようとし続
けるならば、廃止、あるいはそうでなくとも
改革及び権限の縮減を招くことになると思わ
れる。」と述べ、実際に戦後枢密院が廃止さ
れている点からするならば、前述の枢密院改
革案等は、このような組織を形成・維持し運
営する場合に考慮すべき事項として参考とさ
れるべきと考えられる。
（ 2）内閣のありかた
　明治憲法体制下において、国務大臣は各々
独立して天皇を輔弼し、その責任を負ってい
た。また明治憲法には内閣に関する規定はな
く、内閣の閣議は国務大臣の会議にすぎな
かった。本稿で紹介した内閣に関する論文に
おいて博士は、明治憲法下において内閣が議
会の機関となることを妨げる要素はない、と
している。他方で博士は、伊藤博文のバラン
ス感覚の結果、内閣は、天皇、議会いずれの
側にもよることができるように、また、いず
れか一方の支配下に置かれることがないよう
にされている、と明治憲法を評価している。
　現憲法では、内閣に関する規定が置かれ、
内閣は憲法上の機関とされるとともに、行政
権を有することとされた。また現行憲法下の
内閣は、たとえば第₆₇条で内閣総理大臣が国
会議員の中から指名され、国会により内閣法
が制定されその行為の態様が法定されている
ことなどにより、国会の一定の支配のもとに
おかれている。このような制度設計を通じ
て、十分であるかはともかく、政策の策定だ
けでなく、政策の実施についても、明治憲法
と比較してより国民の意見が反映されるよう
に日本国憲法下の内閣制度は構成されてい
る。これは、天皇が象徴とされ、国民主権が
定められた現行の日本の政治体制の下では、
前述の伊藤博文が行ったとおもわれるよう
な、天皇と議会の間のバランスを内閣がとる
必要はなくなった、ということであろう₄₃。
　もっとも現代においては、議会の意見自体
が分裂し、その調整が議会でされないまま、
内閣・行政レベルの法の実施過程で調整が行
われることが期待される場合がある。この点
で、内閣は優れて政治的な機関であることは
依然として変わらないものと思われる。この
ような場合内閣には、博士が指摘するところ
の、伊藤博文の持っていたバランス感覚が、
円滑な政策実施のために必要不可欠となる。
この点を踏まえると、内閣にかかわる憲法解
釈においては、この点に関する配慮が必要に
なると思われる。具体的には、詳細で具体的
な国民の意見を、内閣の構成や内閣の定める
₄₂　₁₇₇₆年米国独立宣言。
₄₃　この点について、山口二郎『内閣制度』₄₄頁（東京大学出版会　₂₀₀₇）
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政策に反映するメカニズムを求めるような憲
法解釈が求められることになると思われる。
おわりに
　本稿においても博士は、日本の民主化の観
点から明治憲法と、日本の政治制度の当時の
状況に関して記述している。この際博士は、
日本の当時の状況を客観的に分析した上で、
その後の状況、将来の方向性を検討してい
る。
　外国における日本の理解を促進する際に、
親日派が増えることはもちろん望ましいこと
であるが、感情的な親日派は、感情的に反日
派になる可能性があることは否定できない。
この点からするならば、博士のように、日本
のことをよく理解する知日派を求めることは
重要であると思われる。
（元筑波大学非常勤講師）
